
教育福祉委員会委員長報告書  

 

令和７年３月２４日  

 

 教育福祉委員会に付託されました議案８件、陳情１件について、審査の

過程における各委員からの討論及び審査結果について、審査経過順に報告

します。  

 初めに、陳情第７号「流山市内の１８歳までの医療費窓口負担撤廃を求

める陳情書」について報告します。  

 本件は、流山市内の子ども医療費窓口一部負担金の撤廃を求めるもので

す。  

 初めに、当局より、  

 子ども医療費の助成制度につきましては、都道府県毎に制度が異なる状

況となっており、千葉県では、入院については中学校３年生まで、通院に

ついては小学校３年生までが助成対象となっているところです。  

 しかしながら、現状では、県の制度に市町村が上乗せの助成を実施して

おり、助成対象や自己負担金も市町村によって異なる状況にあります。  

 こうした地域間格差が生じないよう、本来国が率先して全国的な制度と

して取り組むべきと考えております。本市としては、令和４年度に千葉県

市長会を通じまして、千葉県に対し全国一律の医療費助成が受けられるよ

う、県から国に対し、国主導による医療費助成の設計を行うことといった

旨の要望書を提出しております。  

 今後も、国主導による医療費助成の設計に対する県から国への働きかけ

や、国・県の動向を注視していきたいと考えます。  

 との意見がありました。  

 審査の過程における討論として、  

１  採択の立場で討論する。  

 子どもの医療費助成が本市でスタートして２１年目となった。当初は国

民健康保険加入者のみ、しかもゼロ歳限定であったが、市民・議会・行政

の協働で対象を増やし、令和５年度からは１８歳まで、すべての子どもが

対象となり、大変好評である。さらに窓口負担が撤廃されれば、流山市

が、「子育てするなら流山」と市民に実感していただくとともに、今すぐ

家計の負担軽減につながる施策として大変意義のあるものである。  

２  不採択の立場で討論する。  

 本市においては、現在、医療費窓口負担は２００円となっており、令和



５年４月１日から１８歳までに子ども医療費の対象が引き上げられ、拡充

されている。窓口負担を撤廃することにはいくつかの懸念が残る。  

 まず、本市の財政的な負担が大きくなり、他の重要で必要な公共サービ

スに影響を及ぼす可能性があること。全ての医療費を無料にすることで、

不必要な受診が増えてしまい、これにより医療機関の負担が増えてしまう

ことが考えられる。  

 また、多くの近隣自治体においても、窓口で一部負担を実施しているこ

と等を踏まえて反対する。  

 がありました。  

 採決の結果、３対４をもって、不採択すべきものと決定しました。  

 次に、議案第１４号「令和６年度流山市介護保険特別会計補正予算（第

３号）」について報告します。  

 本案は、決算的見地から、歳出では地域支援事業費に係る補助金を減額

し、歳入では対応する国・県補助金の減額等、所要の補正を行うもので、

既定の歳入歳出予算総額から、それぞれ１８２万３千円を減額し、１４９

億８２４万７千円とするものです。  

 審査の過程における討論は特になく、採決の結果、全会一致をもって、

可決すべきものと決定しました。  

 次に、議案第１３号「令和７年度流山市介護保険特別会計予算」につい

て報告します。  

 本案は、保険料の賦課徴収、被保険者の管理、介護サービス費等の保険

給付費及び地域支援事業費等の所要額を計上し、これらの財源として介護

保険料、支払基金交付金、国・県支出金、一般会計からの繰入金等をもっ

て充て、 歳入 歳 出予算総 額を 対 前年度比 ５億 ８ ，９２０ 万３ 千 円、  

４．０％増の１５４億９，０５８万７千円とするものです。  

 審査の過程における討論として、  

１  １点要望し、賛成の立場で討論する。  

 高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしをするために、在宅医療介

護連携推進事業やながいき１００歳体操などの介護予防事業や、認知症施

策、介護予防事業の推進などにより、高齢者の健康維持・増進が図られて

いる。さらに、配食サービスによる見守りなどを確認することができた。

新規事業や継続事業など、分かりやすく速やかに周知できるよう要望す

る。  

２  １点要望し、反対の立場で討論する。  

 令和６年度から実施された第９期の介護保険料の値上げは、相次ぐ物価



高騰の下、年金生活の方にとって重い負担となっている。一方で、介護を

支える介護従事者は人手不足が深刻化しているうえに、要ともいうべき訪

問介護は報酬の引き下げで経営自体が成り立たず倒産が増加するなど、

「介護の社会化」という目標からは大きく乖離した状態である。  

 流山市は、市単独の介護従事者処遇改善を行うなど、努力を続けている

ことは評価するが、せっかく調査をしながら、訪問介護の経営危機に対策

をとれていない点は不十分である。大手ができないところを零細な事業所

が担っている。市としての対策を立てていただくこと、市として国へ訪問

介護報酬の見直しを求めることを強く要望し、介護の崩壊ともいうべき国

の介護政策への抗議も込めて反対する。  

３  反対の立場で討論する。  

 国の政策はお世辞にも介護施策の充実、安心できる介護体制の確立とい

う方向を向いていない。そのような中で介護事業をやりくりする自治体の

苦労はいかばかりかと考える。  

 特に、昨年２０２４年の介護報酬の改定があり、それが小規模事業者に

とっては実質的にマイナス改定となったことから、経営難や倒産が増える

事態にさえ見舞われた。そういう中では、ヘルパー職の処遇改善も進ま

ず、人材確保という面からも小規模介護事業者の困難は増している。  

 先ほどの各委員からの質疑の中でも、こういった国の施策の影響を、自

治体としてどのように軽減するか、無害化するか、施策や事業に取り組ん

でいるのか、この予算に反映されているのか。そのような質疑があった

が、予算案を見る限りでは、国の側からの制度の締め付けに立ち向かえる

ほどの対応策は講じられていないと考えざるを得ない。  

 介護保険制度の被保険者、サービス利用者、現場で業務にあたる介護従

事者の方々の願いが少しでも叶えられるよう、流山市当局としてもさらに

努力を重ねていただきたいという思いを込めて反対する。  

 がありました。  

 採決の結果、４対２をもって、可決すべきものと決定しました。  

 次に、議案第１７号「流山市地域包括支援センターの職員に係る基準等

を定める条例の一部を改正する条例の制定について」について報告しま

す。  

 本案は、介護保険法施行規則及び指定介護予防支援等の事業の人員及び

運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準の一部を改正する省令による介護保険法施行規則の一部改

正を踏まえ、ひとつの地域包括支援センターが担当する区域における専ら



その職務に従事する常勤の職員の員数について、常勤換算方法により換算

された員数とすることができるようにするものです。  

 審査の過程における討論として、  

１  反対の立場で討論する。  

 地域包括支援センターは、各地域で高齢者が尊厳を持って生活していく

うえで、欠かせない存在である。わが党は、まず中学校区に一つ、将来的

には小学校区に一つ設置することで、介護の社会化を目指す立場である。

しかし、本改正に伴う「柔軟化」は包括支援センターに期待する専門性を

大きく損ないかねないものである。そもそも、包括支援センターに高度な

専門職を配置し継続性を求めるのであれば、制度上それに見合った処遇が

提供されるべきであり、それをせずに人手不足を理由として原則を崩すの

は、制度の欠陥、政治の責任と考えることから反対する。  

 がありました。  

 採決の結果、５対１をもって、可決すべきものと決定しました。  

 次に、議案第１６号「流山市地域支え合い活動推進条例の一部を改正す

る条例の制定について」について報告します。  

 本案は、個別避難計画に係る情報共有について規定し、及び情報の提供

先を追加するものです。  

 審査の過程における討論として、  

１  ６点要望し、賛成の立場で討論する。  

 支え合い活動について、高齢化の進展、心身機能の低下等から対象者が

年々増加する一方、自治会役員等の後継者不足が続いていることから、以

下３点を要望する。  

 １  制度の周知・啓発を繰り返し行うこと。  

 ２  名簿登録時には、本人の同意が前提であるが、災害のことを考え、

同居していない親族の連絡先も記載していただけるように努めるこ

と。  

 ３  名簿管理等の負担感を和らげるために、「地区防災計画」づくりと

いうコミュニティー形成を深める立場で、組織的協議の俎上に挙げて

いただくこと。  

 また、個別避難計画の策定について、現時点の対象者４，５００人に対

し、策定４１件、１％の到達状況から、共助・互助の必要性が決定的であ

ることから、以下２点を要望する。  

 １  令和７年度の民生委員一斉改選に向け、魅力発信に加え、マンショ

ン管理組合など推薦組織のすそ野を広げ、活動費補助を増額するなど



抜本的に強化を図ること。  

 ２  自主防災組織の活動推進にとどまらず、避難所運営マニュアル策定

や、その後の準備委員会など、大小さまざまな地域の防災活動を法令

に基づく「地区防災計画」策定に合流させることで、法的裏付けを持

った地域コミュニティー防災活動として発展させること。  

 以上の５点を実行する上で、人手と予算の不足が決定的であることか

ら、担当課任せにせず、全庁的に取り組みを広げていただくよう要望す

る。  

 がありました。  

 採決の結果、全会一致をもって、可決すべきものと決定しました。  

 次に、議案第１５号「流山市福祉会館の設置及び管理に関する条例の一

部を改正する条例の制定について」について報告します。  

 本案は、児童館及び児童センターの夏季期間における開館時間を延長

し、及び休館日を変更するものです。  

 審査の過程における討論として、  

１  １点要望し、賛成の立場で討論する。  

 利用者の利便性向上から賛成するが、中高生の居場所については、今

後、より適切な方法の検討していただきたい。  

 がありました。  

 採決の結果、全会一致をもって、可決すべきものと決定しました。  

 次に、議案第１８号「流山市おおたかの森児童センターの設置及び管理

に関する条例の一部を改正する条例の制定について」について報告しま

す。  

 本案は、流山市おおたかの森児童センターの夏季期間における開館時間

を延長し、及び休館日を変更するものです。  

 審査の過程における討論は特になく、採決の結果、全会一致をもって、

可決すべきものと決定しました。  

 次に、議案第１９号「流山市生涯学習センターの設置及び管理に関する

条例及び流山市コミュニティプラザの設置及び管理に関する条例の一部を

改正する条例の制定について」について報告します。  

 本案は、流山市生涯学習センター内の体育館及び流山市コミュニティプ

ラザ内の多目的ホール兼体育室に冷房設備を新設し、令和７年度から供用

開始することに伴い、当該設備の利用料金を定めるものです。  

 審査の過程における討論として、  

１  反対の立場で討論する。  



 公的施設における受益者負担の対象が広がりかねないことから反対であ

る。  

 がありました。  

 採決の結果、５対１をもって、可決すべきものと決定しました。  

 最後に、議案第２０号「流山市流山スポーツフィールド及び東部スポー

ツフィールドの設置及び管理に関する条例の制定について」について報告

します。  

 本案は、公の施設として流山市流山スポーツフィールド及び流山市東部

スポーツフィールドを設置し、これらの管理及び施設において実施する事

業について必要な事項を定め、指定管理者による管理を行わせるもので

す。  

 審査の過程における討論として、  

１  反対の立場で討論する。  

 もともとスポーツフィールドは、人工芝のサッカー施設を求める市民の

要望から始まったものである。待ちに待った待望の施設であり、ここでサ

ッカー体験をした子どもたちが、将来Ｊリーガーとして活躍するかもしれ

ない。市民の税金を使ってできた施設だからこそ、受益者負担で使いづら

い施設とせず、誰もが使いたいと思い、使うことで豊かな生活を送れる施

設となることを願うものである。  

 がありました。  

 採決の結果、５対１をもって、可決すべきものと決定しました。  

以上  

 


